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◇
私
立
学
校
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第
一
五

号
）（
文
部
科
学
省
）

１

忠
実
義
務

学
校
法
人
の
理
事
は
、
法
令
及
び
寄
附
行
為
を
遵
守

し
、
学
校
法
人
の
た
め
忠
実
に
そ
の
職
務
を
行
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。（
第
四
〇
条
の
二
関
係
）

２

所
轄
庁
に
よ
る
必
要
な
措
置
の
命
令
等

^

所
轄
庁
は
、
学
校
法
人
が
法
令
の
規
定
、
法
令
の

規
定
に
基
づ
く
所
轄
庁
の
処
分
若
し
く
は
寄
附
行
為

に
違
反
し
、
又
は
そ
の
運
営
が
著
し
く
適
正
を
欠
く

と
き
に
当
該
学
校
法
人
に
対
し
必
要
な
措
置
を
と
る

べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。

（
第
六
〇
条
第
一
項
関
係
）

_

所
轄
庁
は
、
^

の
措
置
命
令
を
し
よ
う
と
す
る
場

合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
私
立
学
校
審
議
会
等
の
意

見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。（
第
六

〇
条
第
二
項
関
係
）

`

学
校
法
人
が
^

の
措
置
命
令
に
従
わ
な
い
と
き

は
、
所
轄
庁
は
、
当
該
学
校
法
人
に
対
し
、
役
員
の

解
任
を
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
第

六
〇
条
第
九
項
関
係
）

a

所
轄
庁
は
、
`

に
よ
り
役
員
の
解
任
を
勧
告
し
よ

う
と
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
学
校
法

人
の
理
事
又
は
解
任
し
よ
う
と
す
る
役
員
に
対
し
て

弁
明
の
機
会
を
付
与
す
る
と
と
も
に
、
私
立
学
校
審

議
会
等
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と

し
た
。（
第
六
〇
条
第
一
〇
項
関
係
）

３

報
告
及
び
検
査

所
轄
庁
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に
お

い
て
、
学
校
法
人
に
対
し
、
そ
の
業
務
若
し
く
は
財
産

の
状
況
に
関
し
報
告
を
さ
せ
、
又
は
そ
の
職
員
に
、
学

校
法
人
の
事
務
所
等
に
立
ち
入
り
、
そ
の
業
務
若
し
く

は
財
産
の
状
況
等
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と

と
し
た
。（
第
六
三
条
第
一
項
関
係
）

４

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〔
法

律
〕

〇
私
立
学
校
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
一
五
）

L

〇
水
循
環
基
本
法
（
一
六
）

M

〇
雨
水
の
利
用
の
推
進
に
関
す
る
法
律

（
一
七
）

N

〔
省

令
〕

〇
科
学
技
術
研
究
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
総
務
四
三
）

P

〔
告

示
〕

〇
政
党
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る
べ
き
政
党

の
名
称
及
び
平
成
二
十
六
年
分
と
し
て
各

政
党
に
対
し
て
交
付
す
べ
き
政
党
交
付
金

の
額
を
公
表
す
る
件
（
総
務
一
五
四
）

P

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
四
五
）

〇
重
要
文
化
財
を
管
理
す
べ
き
団
体
を
定
め

る
件
（
文
化
庁
一
六
）

Q

〇
高
性
能
農
業
機
械
等
の
試
験
研
究
、
実
用

化
の
促
進
及
び
導
入
に
関
す
る
基
本
方
針

を
変
更
し
た
件
（
農
林
水
産
四
九
九
）

〇
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
関
す
る

法
律
第
四
十
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
登
録

調
査
機
関
の
事
業
所
の
変
更
の
届
出
が

あ
っ
た
件
（
経
済
産
業
七
九
）

Q

〇
信
号
符
字
を
点
附
し
た
件

（
国
土
交
通
四
七
一
）

〇
信
号
符
字
を
取
り
消
し
た
件（
同
四
七
二
）

〇
船
舶
国
籍
証
書
を
無
効
と
し
た
件

（
同
四
七
三
）

R

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

警
察
庁

特
定
個
人
情
報
保
護
委
員
会

公

害
等
調
整
委
員
会

財
務
省

厚
生
労
働
省

運
輸
安
全
委
員
会

R

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

J
I

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構

の
中
期
目
標
の
一
部
変
更
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
J

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
J

国
家
試
験

平
成
二
十
六
年
度
秋
期
情
報
処
理
技
術
者
試

験
（
経
済
産
業
省
）

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
有
権
者
申
出
方
、
建
設
業
の
許
可

の
取
消
処
分
関
係

J
K

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

企
業
年
金
基
金
変
更
関
係

L
J

会
社
そ
の
他

L
K

˜
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